
石井でございます。私から、東芝グループの技術戦略についてご説明致しま
す。
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本日のご説明の注意事項として、こちらをご確認ください。
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3ページをご覧下さい。本日はこちらのアジェンダに従ってお話し致します 。
エネルギー・インフラ、デバイス・ストレージ、それぞれの事業領域に関する技
術戦略は、明日予定しているそれぞれの事業パートの中でご説明します。
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4ページから、東芝グループの技術基本方針についてお話します。
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5ページは、東芝グループの技術方針を示しています。
経営理念 「人と、地球の、明日のために。」 のもと、こちらの図に示します

CPS技術の強みを活かして、社会・情報インフラの進化をリードする差異化
デバイス・コンポーネント・システムや、オープンなIoTリファレンスアーキテ
クチャをベースにした“TOSHIBA SPINEX”ブランドのインフラサービスを提
供し、カーボンニュートラル、インフラレジリエンスという地球規模の社会課
題と、それに取り組むお客様の課題解決に努めてまいります。
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 6ページでは、研究開発投資を説明します。
中央の図は、21年度から25年度の全社研究開発費の計画を示しています。
そして、左右にはエネルギー・インフラ事業及びデバイス・ストレージ事業に
おける主な成長領域の売上高を示しています。

 21-25年度における5年間の研究開発投資総額は、約7,000億円を計画して
います。これは過去16-20年度5年間の総額に対して約600億円の増額とな
ります。

 22年度以降、継続的に研究開発費を増やし、売上高に対する比率を5.5%以
上に高め、成長領域の競争力を強化するための技術開発と製品化を一段と
加速していきます。
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7ページで、成長領域の競争力を強化する研究開発の中身について、ご説明
します。

研究開発は、事業化までの時期と役割に応じて大きく3つに分類されます。
1つ目の製品開発は、それぞれの事業の成長を実現するための製品やサー
ビスの開発に関するテーマ。

2つ目の共通基盤は、AIや生産・製造技術のように、様々な分野の製品・サー
ビスの開発を横断的に支えるテーマ。

3つ目の先端技術は、将来の事業貢献を目指した中長期視点の研究開発
テーマです。

これらの研究開発を連携して進めることにより、製品・サービスの競争力を
強化し、事業成長を技術でけん引していきます。
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8ページに、研究開発投資効果の見える化に向けた取組みを示します。
前のページでご説明した3つの分類に応じて、研究開発の進捗および投資
効果を測るKPIを定め、年次で変化をモニタリング・評価しています。

製品開発では、研究開発ROIと事業の成長性を示すCAGRを、また、先端技
術と共通基盤では、ベンチマークと製品開発への移行計画との整合を、それ
ぞれKPIとしています。

これらのKPIを継続的に測り、経時変化をモニタリングし、研究開発の進捗と
投資効果を見える化すると共に、テーマの強化・継続・縮小・中止の判断材
料としています。
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9ページから、先端技術・共通基盤技術の取り組みについてお話します。
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 10ページは、将来のテクノロジドライバーとして期待される、量子、AI、材料・
デバイスの3分野への取り組みを示しています。

様々な先進的なテーマへの取り組みの中で、お客様との共創、世界トップレ
ベルの研究機関との共同研究、業界コンソーシアムの組成など、積極的に
産官学連携を進めています。

ここで星印を付けた4つのテーマについて、次に紹介します。
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まず11ページに、量子・疑似量子技術の2つを紹介します。
左の、量子暗号通信は、量子力学の原理に基づき、盗聴が不可能なことが証
明された技術です。

2021年に世界最高性能を有する装置を活用して事業化しました。600kmの
通信距離の達成や、光集積回路を用いた小型化など、世界No.1・世界初の
技術開発にも成功しています。

現在、エンド・ツー・エンドでの安全な暗号通信を実現するため、量子鍵提供
サービスのプラットフォーム化を進めています。

また右に示す、市販のコンピュータで、量子コンピュータと同等の性能を実
現する、シミュレーテッド分岐マシンは、例えば通常の計算方法で1年2か月
かかる100万変数の問題を30分で解くことができます。

金融取引など瞬時の判断が必要な現場での有効性検証が始まっています。
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次に12ページに、材料・デバイス分野の2つを紹介します。
左の、フィルム型ペロブスカイト太陽電池は、大面積フィルム型で世界最高
の効率を実現しています。軽量で曲げることができるため、ビニールハウス
など強度の弱い屋根や、オフィスビルの窓、電気自動車の屋根など、従来の
シリコン型が設置不可能な場所へも設置できるようになります。

また右に示す、燃えない水溶液を使用して安全性をさらに追及した水系リチ
ウムイオン二次電池は、消防法における設置の制限が少なく、長寿命でマイ
ナス30度でも凍らない優れた特徴をもちます。病院や学校を含め様々な施
設に設置可能です。
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13ページに、製品・サービスの競争力を支える共通技術の中から、デジタル
基盤技術を説明します。

左の、スケーラブルAIは、比較的大規模な演算性能を持つロボットから簡易
な監視カメラまで、装置の規模に応じたAIモデルを、できるだけ性能を落と
さずに自動で生成する技術です。様々な機器へAIの搭載が可能となります。

中央に示す、セキュリティ分野では、CPSのライフタイムを通した技術開発に
取り組んでいます。インシデントの兆候を早期に発見するSOC（セキュリティ
オペレーションセンター）や、システムの防御力維持を図るための模擬攻撃
評価技術を開発しています。

右の、デジタル生産技術については、熟練技能者のノウハウを模倣して、製
造設備のCPS化を進めています。溶接CPSでは、製品形状や周囲環境によっ
て変動する最適な溶接条件をリアルタイムに修正し品質の向上を実現しま
す。
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14ページに、ここ1年間でのおもな社外表彰を紹介します。
エネルギー、インフラ、デバイス分野や、デザイン、特許などで数多くの賞を頂
きました。

14



15 ページから、今後の研究開発体制についてご説明します 。
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まず16ページに、研究開発の総合力について説明します。
スピンオフにおいて考慮すべき総合力は、１つはパワーエレクトロニクスに
代表されるような、事業におけるデバイス・システム連携であり、もう１つは
AI、セキュリティ、生産技術に代表されるような、共通基盤技術の応用です。

総合力を今後も持続的に発揮するための施策として、組織、契約、環境の３
つの切り口で検討しています。

それぞれ、基礎研究を含む固有領域を両カンパニーに実装した上で、共通基
盤技術を一体の“共通組織”として担保すること、契約に基づき両カンパ
ニーの“共創”関係を維持すること、研究者同士が交流できる“場を提供する
こと”、 です。

次のページより内容を説明します。
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まず組織面の対応として、17ページで研究開発体制について説明します。
インフラサービスCo.、デバイスCo.各々の価値最大化に向け、研究開発体制
を再構築します。

グループ全体を対象とした先端開発や基礎研究などを主に担っているコー
ポレートラボについては、担当している研究領域に応じて、人員の約80%を
インフラサービスCo.、約20%をデバイスCo.に分割します。

また各分社会社に所属しているワークスラボについては、それぞれ対応する
カンパニーへ移行します。
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18ページに、研究開発体制の変化点について説明します。
コーポレートラボにおける研究開発は、先端領域、共通基盤領域、インフラ
サービスCo.、デバイスCo.それぞれ固有の領域に分類されます。

スピンオフに対応して、基礎研究を含む固有領域をインフラサービスCo.と
デバイスCo.それぞれに分離する形でその機能を実装し、インフラサービス
Co.、デバイスCo.各々にて、基礎研究から製品化までをスルーした研究開発
機能を果たしていくことを基本とします。

その上で、AIや生産技術など両カンパニーに共通な基盤領域は、分割せず
にインフラサービスCo.に一体で配置し、契約に基づいて両カンパニーへ成
果を提供することで、研究開発の総合力を継続的に発揮していきます。

また、インフラサービスCo. 内に”インフラサービス共創センター”を新設、同
じくインフラサービスCo.内に新設する“インフラサービス事業推進センター”
と連携し、新型太陽電池や自動化・省人化など新成長領域の事業化を牽引
する研究開発を推進します。
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さらに、デバイスCo.においては “半導体＆ストレージ研究開
発センター”を新設し、コーポレートラボとワークスラボの機
能を集結、先端基礎研究を含む先行開発の強化を図ります。
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19ページでは、契約面の対応として、パワーエレクトロニクスを例に説明し
ます。

東芝は、パワー半導体を活用した製品をエネルギーやインフラ領域に幅広く
提供しています。

例えば、鉄道車両向けには、化合物半導体であるSiCを搭載したインバータ
装置により、小型高効率の駆動システムを提供しています。

また、北海道-本州間などの長距離を結ぶ直流送電システムでは、高耐圧Si
デバイスを用いて、機器の小型高効率を実現しています。

スピンオフ後も、インフラサービスCo.とデバイスCo.間の契約により連携を
維持・強化して、カーボンニュートラルに貢献する省エネルギーソリューショ
ンの提供を推進します。
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20ページでは、環境面の対応として、研究開発新棟について説明します。
現在、川崎市に建設を進めており、2023年度の稼働を予定しています。
両カンパニーの研究者、技術者による共創をはじめ、お客様、パートナーの
方々との共創の場として、多様性を集結し、人材、技術、社会価値創造の拠
点、オープン志向で社会に価値をお届けする中心地にしたいと考えていま
す。
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まとめさせていただきます 。
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22ページに、東芝グループ技術方針を再び示します。
これまでご説明した通り、東芝グループは、経営理念 「人と、地球の、明日の
ために。」 のもと、CPS技術の強みを総合的に活かして、社会・情報インフラ
の進化をリードする差異化デバイス・コンポーネント・システムや、オープン
なIoTリファレンスアーキテクチャをベースにした“TOSHIBA SPINEX”ブラ
ンドのインフラサービスを提供し、地球規模の社会課題であるカーボン
ニュートラルやインフラレジリエンスの解決に向けて、お客様やパートナーの
皆様と共に誠心誠意取り組んでまいります。

ご清聴ありがとうございました。
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